
情報システム学会 メールマガジン 2015.01.01 No.09-09  
連載 著作権と情報システム 

第 53 回 １．著作物［４］比較検証（2）通産省案と文化庁案⑯ 
 

- 1 / 2 - 
 

連載 著作権と情報システム 

第 53 回 １．著作物［４］比較検証（2）通産省案と文化庁案⑯ 

 

司法書士／駒澤大学  田沼 浩 

 

 [4] 比較検証 

（2）通産省案と文化庁案⑯ 

 「レーヒ・スミス米国特許法」におけるグレースピリオド制と先使用の拡大【１】 

 先発明者主義から先出願主義に移行したと言われているが、実際はグレースピリオド制

によって、先発表者主義とも言われている。「インターフェアランス」が廃止されたが、冒

認出願を防ぐ方法として、新規性の喪失のための対策として導入されたのが、「グレースピ

リオド」である。日本でも冒認出願を認めないための「グレースピリオド」はある。ただ

し、「グレースピリオド」は各国に違いがあり、日本と EC は少し違いがあるものの似てい

る。 

グレードピリオド制度とは何か。発明はその発表から特許出荷願されるまで一定期間を

有するため、たとえば情報や技術が特許出願前に公表されれば当然パブリックドメインと

なって、特許権の新規性を喪失してしまう。そのため、新規性の喪失の例外として、一定

の期間に限り新規性の喪失をせず、特許権を取得できることになる。インフェアランスの

と違う方法で最初の発明者を保護するグレードピリオド制度は、たとえば大学での共同研

究や公的機関による研究者が特許出願前に発表された論文に対する安全装置的な機能とし

て有効な制度とも考えられている。グレードピリオド制度は、アメリカが先発明者主義か

ら世界標準の先願主義を導入するために生まれたものであることから、日本や欧州とは異

なることも認識すべきであろう。 

具体的な条文については、次号以下に掲載する。 
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